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Ⅰ 広島県国民健康保険運営方針

案の概要

参考資料１



１ 国保運営方針案の構成

第２ 市町村国保の医療に要する費用及び

財政の見通し ※

【【【【記記記記 載載載載 事事事事 項項項項】】】】

第５ 市町における保険給付の適正な実

施に関する事項 ※

第６ 医療費の適正化の取組に関する事項

第９ 施策の実施のために必要な関係市町

相互間の連絡調整に関する事項

第３ 事業費納付金及び市町村標準保険料

率の算定方法に関する事項 ※

第４ 市町における保険料（税）の徴収の適

正な実施に関する事項 ※

第７ 市町が担う事務の広域的及び効率的

な運営の推進に関する事項

第８ 保健医療サービス・福祉サービス等に

関する施策との連携に関する事項

○県内市町の国保の概要 ○医療費の動向と将来の見通し○財政収支の改善に係る基本的な考え方○赤字解消・削減の取組，目標年次など ○財政安定化基金の運用○現状 ○保険料水準の統一に係る基本的な考え方○事業費納付金の算定方法 ○市町村標準保険料率の算定方法○激変緩和措置
○現状 ○保険給付費の支給の適正化に関する事項○都道府県による保険給付の点検，事後調整○現状 ○収納対策
○現状 ○医療費の適正化に向けた取組○医療費適正化計画との関係○保険者事務などの共同実施の取組○県による審査支払機関への直接支払○医療と介護の連携○他計画との整合性○「広島県国民健康保険連携会議」の設置

【【【【概概概概 要要要要】】】】

※印は，国民健康保険法上の必須事項

○策定の目的 ○根拠規定 ○対象期間○本方針の策定に当たっての基本的な考え方 ○ＰＤＣＡサイクルの実施第１ 基本的事項
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２ 国保運営方針案の概要

第１ 基本的事項

○策定の目的

・ 県による国民健康保険の安定的な財政運営

・ 市町の国保事業の広域的及び効率的な運営の推進

○根拠規定

・ 改正国民健康保険法（平成30年度施行）第82条の2

○対象期間

・ 平成30年度～35年度（６年間）

・ ３年後に中間評価を実施，必要に応じて見直し

○策定に当たっての基本的な考え方

・ 身近な地域で質の高い医療サービスが受けられる効率的 な医療提供体制の

実現に努めるとともに，県民である被保険者が負担能力（所得水準）に応じて

保険料（税）を負担する，市町の垣根を越えた，より大きな器の中で運営される

公平な医療保険制度を目指す。

○ＰＤＣAサイクルの実施

・ 県と市町の協議の場である「広島県国民健康保険連携会議」において，具体的な

目標指標を定め，毎年度，施策の実施状況を評価

① 基本的事項
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施策内容 目 標 具体的な取組

保険料率の

平準化

統一保険料率をベースに市町

ごとの収納率を反映した準統一

の保険料率の実現

・準統一の保険料率の算定，提示

・激変緩和措置（６年間）の実施

医療費水準の

適正化

保健医療計画，医療費適正化

計画との連携や保険者努力支援

制度の活用により，全国水準を

踏まえた医療費水準の達成

・医療費水準の見える化

・医療費適正化対策

・保健事業等の実施

保険料（税）徴収

の適正化

大都市対策を中心とした収納率

の向上

・口座振替の原則化

財政収支の

改善

赤字（決算補填等目的（保険料

（税）の負担緩和が中心）の法定

外一般会計繰入）の削減

・赤字削減計画の策定，実施

保険事務の

効率化

広島県国民健康保険団体連合

会と連携した事務の統一化

・事務の標準化

・事務マニュアルの作成

② 施策目標
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第２ 市町村国保の医療に要する費用及び財政の見通し

○県内市町の国保の概況

・ 本県には，被保険者数（平成27年度）が約27万人（全国10位）の広島市から，

2千人規模の安芸太田町まで，大小規模の異なる２３の保険者 （市町）が所在

している。

・ 被保険者の総数は635,774人（平成28年3月31日現在）であり，県人口の 22.26%

を占めている。

・ 一人当たり医療費（平成27年度）は，406,385円であり，全国平均の349,697円

の約１．２倍となっている。

・ 被保険者の一人当たり平均所得（平成27年度）は，685千円となっており，

全国平均の844千円の約８割程度となっている。
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◇県内市町の国保医療費の推移と対前年伸び率

・ 本県の国民医療費と同様に，高齢化や医療の高度化により，県内市町の

国保の医療費も増加を続けており，平成27年度で2,652億円に達している。
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・ 県内市町の国保の医療費の増加が続く中，被保険者数は減少を続けており，

一人当たり医療費は，増え続けている。

◇県内市町の国保に関する1人当たり医療費と被保険者数の推移
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・ 県内の二次保健医療圏別でみると，県東部が比較的医療環境（病床数）が

低い状況にあるが，全国水準と比べると，いずれの圏域も高い整備水準にあり，

医療費水準も高い状況にある。

◇市町村国保に関する人口１０万人当たり病床数と

二次保健医療圏別１人当たり医療費の関係（平成26年度）

8



◇県内市町の国保医療費の見通し

・ 人口推計に基づく県内市町の国保医療費の見通し（６年間推計）は，一人当たり

医療費がこのまま伸び続けると見込んでいるが，市町村国保加入者見込数が

大幅に減少するため，平成32年度をピークに減少する見込みである。
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・ 本県における市町国保の支出決算額の合計（平成27年度）は， 3,564億円

（全国12位）である。

・ そのうち，決算補填等を目的とした法定外一般会計繰入を行っている保険者は

４市町である。

② 財政収支の改善に係る基本的な考え方

○県内市町の国保に関する財政運営の現状
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◇県内市町の国保に関する1人当たり医療費と１人当たり保険料調定額

の関係（平成27年度）

・ 本県では，保険料水準が医療費水準に見合ったものとなっていない市町も多く，

全国水準と比べても，医療費水準に対する保険料水準が相対的に低い関係と

なっている。
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・ 県国保特別会計と市町国保特別会計の二階建て構造となる。

・ 県全体で，市町への交付金（保険給付費等）と，市町からの納付金（保険料

収納必要総額＋法定の一般会計繰入等）に公費を加えたものの収支均衡を

図る。

○県単位化による納付金制度の導入

県県県県

市市市市 町町町町

※※※※市町では，負担（納付金）と市町では，負担（納付金）と市町では，負担（納付金）と市町では，負担（納付金）と

受益（交付金）は，均衡しない。受益（交付金）は，均衡しない。受益（交付金）は，均衡しない。受益（交付金）は，均衡しない。

保険給付等に必要な費保険給付等に必要な費保険給付等に必要な費保険給付等に必要な費

用を全額，市町へ交付用を全額，市町へ交付用を全額，市町へ交付用を全額，市町へ交付

徴収した保険料等を財源徴収した保険料等を財源徴収した保険料等を財源徴収した保険料等を財源

として納付金を県に支払として納付金を県に支払として納付金を県に支払として納付金を県に支払

12



○県国保特別会計の規模（推計）【調整中】

・ 平成30年度から設置される県国保特別会計の財政規模は，平成28年度の

市町国保会計決算見込（現行制度）に基づき推計すると，約2,600億円となる。
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③ 赤字解消・削減の取組，目標年次など

○解消・削減すべき「赤字」の定義

・ 市町が解消・削減すべき赤字額とは，「決算補填等目的の法定外一般会計繰入額」

と「繰上充用金の増加額（決算補填等目的のものに限る）」の合算額。

・ このうち，「決算補填等目的の法定外一般会計繰入額」とは，次のもの。

○本県における対象額

・ 平成27年度決算ベースで，４市町における約７億円

○計画期間（目標年次）

・ 平成30年度からの６年度以内に解消する計画を策定し，取組状況を連携会議に

毎年度報告し，公表する。

・ 準統一の保険料率の達成を目指す激変緩和措置期間（６年間）は，赤字解消が

猶予される。

分 類 目 的

■保険者（市町）の政策によるもの

・保険料の負担緩和を図るため

（前期納付金・後期支援金・介護納付金分を含む。）

・任意給付に充てるため

■過年度の赤字によるもの

・累積赤字補填のため

・公債費、借入金利息
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第３ 事業費納付金及び市町村標準保険料率の算定方法に関する

事項

① 保険料水準の統一に係る基本的な考え方

・ 被保険者の負担の公平性の確保と負担の見える化を図る。

・ 被保険者の公平性を優先的に確保するとともに，保険者としての公平性に配慮し，

激変緩和措置期間終了後に，統一保険料率をベースに市町ごとの収納率を反映

した準統一の保険料率の実現を図り，将来的には完全な統一保険料率を目指す。

〔算定の考え方〕

・ 事業費納付金の算定： 統一保険料率を基本として，医療費水準の市町間格差を

反映せずに算定

・ 標準保険料率の算定： 収納率の市町間格差を反映した準統一の保険料率を算定
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◇統一保険料率に係る標準保険料率と納付金の関係

・ 同一の所得水準，世帯構成であれば，県内どこに住んでも，同一の保険料（税）と

するため，「標準保険料率の算定に必要な保険料総額（=保険料収納必要総額）」と

「納付金算定基礎額」が一致するよう調整し，算定を行う。
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② 事業納付金・標準保険料率の算定方法

◇医療分，後期高齢者支援金分，介護納付金分の算定

・ 事業費納付金の算定を行うに当たって，医療分，後期高齢者支援分及び介護納付

金分を考慮する要素が異なるため，それぞれ個別に事業費納付金総額と市町ごとの

事業費納付金額を算定し，最終的に合算する。

・同様に，市町村標準保険料率についても，医療分，後期高齢者支援分及び介護納

付金分をそれぞれ個別に算定する。

市町村市町村市町村市町村の納付の納付の納付の納付金の額金の額金の額金の額＝＝＝＝（都道府県での（都道府県での（都道府県での（都道府県での必要総額必要総額必要総額必要総額）））） ××××｛｛｛｛αααα・（年齢・（年齢・（年齢・（年齢調整後の医療費調整後の医療費調整後の医療費調整後の医療費指数－１指数－１指数－１指数－１）＋１｝）＋１｝）＋１｝）＋１｝

××××｛｛｛｛ββββ・（所得（応能）のシェア・（所得（応能）のシェア・（所得（応能）のシェア・（所得（応能）のシェア）＋（）＋（）＋（）＋（人数（応益）のシェア人数（応益）のシェア人数（応益）のシェア人数（応益）のシェア）｝／（１＋）｝／（１＋）｝／（１＋）｝／（１＋ββββ））））

×××× γγγγ

―――― 高額医療費負担金調整高額医療費負担金調整高額医療費負担金調整高額医療費負担金調整

＋＋＋＋ 地方単独事業の減額調整分地方単独事業の減額調整分地方単独事業の減額調整分地方単独事業の減額調整分

＋＋＋＋ 財政安定化基金の返済分・補填分財政安定化基金の返済分・補填分財政安定化基金の返済分・補填分財政安定化基金の返済分・補填分 等等等等

※1 αは医療費指数をどの程度反映させるかを調整する係数（０≦α≦１）

α＝１の時、医療費水準を納付金額に全て反映。

αααα＝０の時、医療費水準を納付金額に全く反映させない＝０の時、医療費水準を納付金額に全く反映させない＝０の時、医療費水準を納付金額に全く反映させない＝０の時、医療費水準を納付金額に全く反映させない（都道府県内（都道府県内（都道府県内（都道府県内統一の保険料水準統一の保険料水準統一の保険料水準統一の保険料水準））））。

※2 βは所得のシェアをどの程度反映させるかを調整する係数であり、都道府県の所得水準に応じて設定することを原則とする。

※3 都道府県で保険料水準を統一する場合に、例外的に、収納率の多寡で保険料率が変化しないよう収納率の調整を行うことも可能とする

仕組みとする。

※4 γは市町村の納付金額の総額を都道府県の必要総額に合わせるための調整係数

※5 後期高齢者支援金、介護納付金に係る費用については、別途所得調整を行う算式により計算した後に、納付金額に加算することとする。

医療費に係る納付金の計算医療費に係る納付金の計算医療費に係る納付金の計算医療費に係る納付金の計算方法方法方法方法
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◇本県の算定ルールの一覧表

・ 保険料水準が統一となるよう，事業費納付金及び市町村標準保険料率の算定方法

を，次のように統一する。

区 分 事業費納付金 市町村標準保険料率

算定方式

３方式

（所得割，均等割，平等割）

同左

医療費水準の反映 医療費指数反映係数α＝０ 同左

所得水準の反映 国の示す所得係数βを適用 同左

応能割と応益割の比率 県全体でβ：１ -

均等割と平等割の

賦課割合

県全体で70：30 -

賦課限度額

政令基準どおり

（医療分，後期高齢者支援分，介護

納付金分ごとに規定）

同左

標準的な収納率 -

市町ごとの実収納率

３年平均
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◇統一保険料率に係る納付金の算定における調整

・ 市町向け公費などについては，市町村標準保険料率の算定に影響させないよう，

納付金算定基礎額から予め控除し，市町ごとの事業費納付金を算定した後，個別に

交付見込相当額を加算するなどの調整を行う。

・ 市町の保健事業費等については，保険料充当財源相当額分を保険料収納必要

総額に加算する。

事業費納付金の算定対象に含む費用事業費納付金の算定対象に含む費用事業費納付金の算定対象に含む費用事業費納付金の算定対象に含む費用

○医療給付費○医療給付費○医療給付費○医療給付費

○後期高齢者支援金等○後期高齢者支援金等○後期高齢者支援金等○後期高齢者支援金等

○介護納付金○介護納付金○介護納付金○介護納付金

○財政安定化基金交付の補填分（市町分）○財政安定化基金交付の補填分（市町分）○財政安定化基金交付の補填分（市町分）○財政安定化基金交付の補填分（市町分）

○財政安定化基金貸付の返済分（都道府県分・市町分）○財政安定化基金貸付の返済分（都道府県分・市町分）○財政安定化基金貸付の返済分（都道府県分・市町分）○財政安定化基金貸付の返済分（都道府県分・市町分）

○保健事業費等（特定健康診査・特定保健指導，出産育児一時金，葬祭費など）○保健事業費等（特定健康診査・特定保健指導，出産育児一時金，葬祭費など）○保健事業費等（特定健康診査・特定保健指導，出産育児一時金，葬祭費など）○保健事業費等（特定健康診査・特定保健指導，出産育児一時金，葬祭費など）

○審査支払手数料○審査支払手数料○審査支払手数料○審査支払手数料

○事務費・委託費○事務費・委託費○事務費・委託費○事務費・委託費

※※※※保険料収納必要額の対象とせず，市町ごとの事業費納付金に個別加算するもの保険料収納必要額の対象とせず，市町ごとの事業費納付金に個別加算するもの保険料収納必要額の対象とせず，市町ごとの事業費納付金に個別加算するもの保険料収納必要額の対象とせず，市町ごとの事業費納付金に個別加算するもの

○保険基盤安定制度（保険者支援分）○保険基盤安定制度（保険者支援分）○保険基盤安定制度（保険者支援分）○保険基盤安定制度（保険者支援分）

○国の特別調整交付金（医療費分に限る）○国の特別調整交付金（医療費分に限る）○国の特別調整交付金（医療費分に限る）○国の特別調整交付金（医療費分に限る）

○都道府県繰入金○都道府県繰入金○都道府県繰入金○都道府県繰入金〔〔〔〔２号分２号分２号分２号分〕〕〕〕（医療費分に限る）（医療費分に限る）（医療費分に限る）（医療費分に限る）

○財政安定化支援事業○財政安定化支援事業○財政安定化支援事業○財政安定化支援事業〔〔〔〔地方財政措置分地方財政措置分地方財政措置分地方財政措置分〕〕〕〕（公費扱い）（公費扱い）（公費扱い）（公費扱い）

○過年度の保険料（税）収納見込額（公費扱い）○過年度の保険料（税）収納見込額（公費扱い）○過年度の保険料（税）収納見込額（公費扱い）○過年度の保険料（税）収納見込額（公費扱い） ＊ただし，激変緩和措置期間内は適用しない。＊ただし，激変緩和措置期間内は適用しない。＊ただし，激変緩和措置期間内は適用しない。＊ただし，激変緩和措置期間内は適用しない。

○地方単独事業の減額調整分○地方単独事業の減額調整分○地方単独事業の減額調整分○地方単独事業の減額調整分

○保険料（税）の減免，一部負担金の減免○保険料（税）の減免，一部負担金の減免○保険料（税）の減免，一部負担金の減免○保険料（税）の減免，一部負担金の減免
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③ 医療費適正化のインセンティブのための財源確保

○保険者努力支援制度

・ 市町向けの公費として交付されるが，市町においては，保険料を下げるための財源では

なく，保健事業等の事業財源に充当する。

○保健事業費等に係る保険料充当財源

・ 現在，各市町で実施している保健事業等が継続できるよう，直近３か年の実績をベース

として，県が別に定める標準事業費から市町向け公費を差し引いた保険料充当財源必要

額を保険料収納必要総額に加算する。 保健事業等を実施するため，一定水準の財源を確保（事業毎に標準事業費を算定保健事業等を実施するため，一定水準の財源を確保（事業毎に標準事業費を算定保健事業等を実施するため，一定水準の財源を確保（事業毎に標準事業費を算定保健事業等を実施するため，一定水準の財源を確保（事業毎に標準事業費を算定））））

過去３年間の平均実績の保険料（税）総額過去３年間の平均実績の保険料（税）総額過去３年間の平均実績の保険料（税）総額過去３年間の平均実績の保険料（税）総額を保険料収納必要総額にを保険料収納必要総額にを保険料収納必要総額にを保険料収納必要総額に加算加算加算加算
20



④-１ 激変緩和措置【調整中】

○実施期間

・ 特例基金の設置期間と同じ６年間（平成30年度から35年度）とする。

（1） 丈比べによる公費を用いた調整【基本的な全国ルール】

・ 各市町が本来集めるべき一人当たりの保険料額が，急激な負担増とならないよう，平成

28年度保険料決算額を基点とし，毎年度，一定割合（自然増等＋α）を超えて増加すると

見込まれる場合，公費（県繰入金等）を用いて，全市町が一定割合以下となるよう，市町

間で伸び率を調整する。

激変緩和措置の考え方（丈比べする一人当たり保険料額の算定イメージ）

※ 公費扱いとしている過年度（滞納繰越

分）の保険料（税）収納見込額については，

現年度の収納率向上に努め，計画的に

削減を行う猶予期間として，激変緩和措

置期間中は公費扱いとせず，各市町の

留保財源とする。

県が示す市町村標準保険料率につい

ては，各市町に留保する過年度（滞納繰

越分）の保険料収納見込額を，配分した

保険料収納必要額に充当したものとみな

して算定する。
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(2) 市町間の負担水準の調整【県独自の調整】

・ 現行保険料水準との差に着目し，公費を用いた調整の適用後，現行の保険料水準に

対する各市町の一人当たり保険料額の伸び率を基準とし，前年度より下回っている市町

の財源を活用し，高い伸び率を示す市町から優先的充当することで，市町間の負担水準

の調整を行う。

④-２ 激変緩和措置【調整中】
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○激変緩和用特例基金による調整

・ 予め激変緩和用として国から交付される補助金を積み立てる特例基金の活用につい

ては，県繰入金（１号分）の増大により，激変緩和の対象とならない市町に大きな影響が

出ないように，激変緩和を目的とした県繰入金（１号分）の繰入額を上限として，特例基

金を県国保特別会計に繰り入れ，補填することで調整する。

○赤字解消・削減計画との関係

・ 激変緩和措置期間内であれば，公費を用いた調整及び県独自の調整の対象となら

ない場合であっても，赤字解消・削減計画との整合性を図りながら，各市町が自己財

源（一般会計繰入金等）によって激変緩和を行うことは可能である。

④-３ 激変緩和措置【調整中】
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第４ 市町における保険料（税）の徴収の適正な実施に関する事項

① 収納率の推移

・ 県内市町の平均収納率は，平成22年度以降少しずつ上昇しているものの，

平成25年度以降の収納率は全国平均を下回っている。
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② 収納対策

○収納率目標

・ 各市町の実収納率を基本に，各市町の公平性を考慮し，市町毎の継足額

（法定外一般会計繰入金，基金繰入金等を問わず，保険料率を引き下げたもの）

を加味したものの過去３か年平均と県平均収納率を比較して，高い方を収納率

目標として設定する。
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○収納対策の取組

・ 口座振替を原則とし，事務を標準化する。
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① レセプト点検

・ 県は，レセプト点検（二次点検，内容点検）に関するアドバイザーの市町への

派遣や，レセプト二次点検システム等により提供される医療保険と介護保険の

突合情報を活用した効率的な点検の促進，市町及び連合会に対する定期的・

計画的な指導・助言の実施に向けて取組を進める。

・市町は，連携会議を活用して市町間の情報共有を行いながら，レセプト点検

の充実強化に役立てる取組を引き続き行う。

第５ 市町における保険給付の適正な実施に関する事項
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② 第三者行為求償事務

・ 県は，第三者求償事務に関する技術的助言を行うアドバイザーの市町への

派遣や，市町に対する定期的・計画的な指導・助言の実施に向けて取組を

進める。

・ 市町は，連携会議を活用して市町間の情報共有を行いながら，第三者求償

事務の取組強化に資する取組を引き続き行う。
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③ 不正利得の徴収など

・ 県は，連携会議を活用して市町間の情報共有を行いながら，市町の取組

を強化する。

④ 海外療養費事務

・ 翻訳，診療内容審査などの市町事務を効率化するとともに，適正な業務を

行うために，県は，点検内容や点検基準の統一化を図り，事務処理の標準化

を行った上で，市町において専門性の高い事務についてはノウハウを持って

いる連合会への委託を原則とする。
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⑤ 柔道整復，はり・きゅう，あんま，マッサージなど療養費の支給

・ 県は，市町事務を効率化するとともに，適正な業務を行うために，国の動向を

踏まえながら，疑義照会の手引きの作成や事務処理の標準化を行う。
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⑥ 都道府県による保険給付の点検，事後調整

○レセプト点検

・ 県がレセプト点検（いわば三次点検）を行うことが法的に可能となったことから，

県が保有している医療監視の情報などを組み合わせることや，柔道整復師の

施術の療養費などに係る受領委任の協定締結主体でもあることから，県として

のレセプト点検のあり方について引き続き検討する。

○不正利得の徴収

・ 市町区域を超える大規模な不正が発覚した場合，県が各市町から委託を受け

て，正請求などに関する費用返還を求めるなどを基本として，対応していく。

○高額療養費の多数回該当の取扱いに関する事項

・ 県単位化後，高額療養費の多数回該当は，県内市町間の住所の異動があって

も通算できる制度となるため，世帯の継続性に関する判定，高額療養費の計算

方法や申請勧奨事務に関する取組を標準化する。
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① 特定健康診査・特定保健指導

・ 一層の受診・利用促進を図るため，県，市町及び連合会は，広報誌やホームぺ

ージ等を通じて健康診査の重要性の周知及び受診の啓発とともに，市町受診率

の格差について実施方法などから分析・調査を行う。

・市町は，その結果を特定健診等実施計画に反映させ，効果的・効率的に事業を

実施する。

第６ 医療費の適正化の取組に関する事項
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② 医療費通知

・ 被保険者への医療費のコスト意識高揚や，不正請求の防止などの医療費

適正化を図るため，全世帯を対象に，全項目について実施する。

・平成30年度から通知回数や基準を統一して市町から連合会へ委託する。
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③ 後発医薬品（ジェネリック医薬品）差額通知

・ 県と市町は，関係機関と連携し，後発医薬品の普及啓発に努める。

・後発医薬品差額通知の実施に当たっては，平成30年度から通知回数や基準を

統一して市町から連合会へ委託するが，後発医薬品調剤実績・削減効果実績の

作成についても既存データの活用など，効果的・効率的に実施する。
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④ 重複受診や重複投薬への訪問指導の実施状況

・レセプトデータから重複・頻回受診者や重複服薬該当者などの対象者を

抽出し，訪問などにより被保険者やその家族に健康の保持増進のための

指導や助言を行うなどの保健指導を実施する。

⑤ 生活習慣病対策

・ 生活習慣病の予防の視点による被保険者の健康意識の向上の取組を

一層推進するとともに，生活習慣病の重症化を防ぐため，医療機関と連携

を図って，当該被保険者に対して指導や助言を実施する。

・ 県としては，連合会と各市町が連携して実施する糖尿病性腎症重症化

予防事業の取組や，県医師会と連携して，ひろしまヘルスケアポイント制度

などの被保険者自らが行う健康づくりに向けた取組を支援するなど，健康

寿命の延伸につながる健康づくりに努める。
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⑥ 高医療費市町

・ 改正後国民健康保険法第82条の2第4項に基づき，高医療費市町に対しては，

安定化計画の策定など医療費の適正化に向けた取組を講じるよう助言すると

ともに，県において「広島県医療・介護・保健情報総合分析システム（エミタス）」を

活用して，高医療費の要因分析を実施し，市町の適正化への取組を支援する。

⑦ 医療費適正化計画との関係

・ 県と市町は，第３期広島県医療費適正化計画に定められる取組の内容との

整合を図るとともに，健康づくりに向けた事業の実施のほか，適正受診の推進

に向けて，連携会議や保険者協議会の場などを活用して市町間の情報共有を

行いながら，その取組を進める。

第３期広島県医療費適正化計画 【策定予定】

計画期間：平成30（2018）年度～平成35（2023）年度

策定根拠：高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第9条
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第７ 市町が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進に関する

事項

① 保険者事務

○通知等の作成

業 務 方 針 実施時期

被保険者証等の作成

(高齢受給者証との一体化)

様式・更新時期・有効期間を統一 平成30年度

被保険者台帳の作成 既実施 （各市町ともデータ化済） －

高額療養費の申請勧奨通知 継続して検討の上，実施（連合会による共同実施を検討） 平成30年度

療養費支給決定帳票の作成 継続して検討の上，実施（連合会による共同実施を検討） 平成30年度

高額療養費支給申請・決定帳票の

作成

継続して検討の上，実施（連合会による共同実施を検討） 平成30年度

高額療養費通知の作成 継続して検討の上，実施（連合会による共同実施を検討） 平成30年度

○計算処理

業 務 方 針 実施時期

高額療養費支給額計算処理業務 継続して検討の上，実施（連合会による共同実施を検討） 平成30年度

高額介護合算療養費支給額計算処

理業務

継続して検討の上，実施（連合会による共同実施を検討） 平成30年度

退職被保険者の適用適正化電算処

理業務

既実施（連合会による共同実施） －
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○統計資料

業 務 方 針 実施時期

各種広報事業 効果的な各種広報を実施 平成29年度

国庫補助金等関係事務 既実施 －

共同処理データの提供 既実施 －

市町村基幹業務支援システムの参

加促進

継続して検討の上，実施（各市町の情報部門との連携）

平成30年度

以降

○資格・給付関係

○広報業務など

業 務 方 針 実施時期

疾病統計業務 既存データの更なる活用を検討の上，実施 平成30年度

事業月報・年報による各種統計資

料の作成

既存データの更なる活用を検討の上，実施 平成30年度

業 務 方 針 実施時期

資格管理業務 連合会による共同実施 平成30年度

資格・給付確認業務 連合会による共同実施 平成30年度

被保険者資格及び異動処理事務 既存データの更なる活用を検討の上，実施 平成30年度

給付記録管理業務 連合会による共同実施 平成30年度

38



② 医療費適正化

業 務 方 針 実施時期

医療費通知 通知回数・基準を統一し，連合会へ委託 平成30年度

後発医薬品差額通知書の実施 通知回数・基準を統一し，連合会へ委託 平成30年度

後発医薬品調剤実績・削減効果実績の

作成

連合会へ委託（既存データの更なる活用や，必要な分析をど

こまで行うか検討のうえ，実施）

平成30年度

レセプト点検の実施

連合会へ委託，県としてのレセプト点検のあり方は継続して検

討の上，実施（各市町は，現行の取組と連合会委託との比較

検討のうえ実施）

平成30年度

以降

レセプト点検担当職員への研修

継続して検討の上，実施（既に連合会による共同実施をして

いるため，その取組を基本として，より効果的な研修を検討）

平成30年度

第三者行為求償事務共同処理事業 既実施（連合会による共同実施） －

医療費適正化に関するデータの提供

データの有効活用を検討の上，実施（既に連合会による共同

実施をしており，データのさらなる有効活用を基本として検討）

平成30年度

高度な医療費分析

継続して検討の上，実施（市町の特性を反映した最も効果的

な医療費分析について業務委託を含め検討）

平成30年度

以降
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③ 収納対策

業 務 方 針 実施時期

広域的な徴収組織の設立・活用の推進

継続して検討の上，実施（効果的な取組に繋がるような方策を

検討）

平成30年度

口座振替の促進等の広報

効果的な広報を実施（口座振替を原則化することを踏まえ，実

施）

平成30年度

収納担当者職員への研修

業務内容を拡充して実施（より効果的な業務実施を検討のう

え，県単位化に先行して実施）

平成29年度

保険料収納アドバイザーによる研修・実

地指導

業務内容を拡充して実施（より効果的な業務実施を検討のう

え，実施）

平成30年度

滞納処分マニュアルの作成

継続して検討の上，実施（これまでの市町対応に加え，統一

対応を検討）

平成30年度

マルチペイメント・ネットワークの共同導

入

継続して検討の上，実施（口座振替制度を原則化するが，既

に実施している事例を基に，より効果的な収納方法として認め

られるかどうかなどを検討）

平成30年度

以降

多重債務者相談事業の実施 継続して検討の上，実施（市町対応に加え，統一対応検討） 平成30年度

資格喪失時の届出勧奨 継続して検討の上，実施（市町対応に加え，統一対応検討） 平成30年度
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④ 保健事業

業 務 方 針 実施時期

特定健診の受診促進に係る広報 効果的な広報を実施（より効果的な広報を検討のうえ，実施） 平成30年度

特定健診・特定保健指導等の研修会・意

見交換会の実施

効果的な研修会・意見交換会を実施（より効果的な研修会・

意見交換会を検討のうえ，実施）

平成30年度

特定健診データの活用に関する研修 効果的な研修を実施（より効果的な研修を検討のうえ，実施） 平成30年度

特定保健指導の共通プログラムの作成

事業実施の方法を検討の上，実施（共通プログラム作成の

必要性を検討）

平成30年度

特定健診・特定保健指導等の委託単価・

自己負担額の統一

自己負担額の統一を検討の上，実施（県単位化に伴い，自

己負担額の統一に向けて検討）

平成30年度

以降

重複・頻回受診者に対する訪問指導の実

施

効果的な実施を継続して検討の上，実施（共同実施の有無

や業務の標準化について検討）

平成30年度

糖尿病性腎症重症化予防の取組の実施

連合会へ委託（事業実施の参考となる統一的なプログラムの

策定に基づいた実施について，全県的に展開）

平成28年度

その他の取組

継続して検討の上，実施（より効果的な事業の実施について，

共同実施を基本として検討）

平成30年度
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⑤ 県による審査支払機関への直接支払

・ 県が県内市町に交付することになっている保険給付費等交付金については，

市町の事務負担軽減を図るため，市町が保険給付費等交付金の収納事務を

審査支払機関（広島県国民健康保険団体連合会）に委託することで，県が

連合会に対して保険給付費等交付金を直接支払う仕組みとなっている。

・ そのため，全体業務を最適化するため，直接支払の具体的な対象範囲を

県・市町・連合会において協議の上で決定し，保険給付費等交付金に関する

規則や交付要綱の中で詳細を定める。
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第８ 保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携

に関する事項

広島県健康増進計画「健康ひろしま21（第２次）」 【平成29（2017）年度に中間評価・見直しを予定】

計画期間：平成25年度（2013）年度～平成34（2022）年度

策定根拠：健康増進法（平成14年法律第103号）第8条第1項

広島県地域医療構想 （地域における病床の機能の分化及び連携を推進するため，医療需要を含む将来の

医療提供体制に関する構想で，広島県保健医療計画の一部を成す）

計画期間：平成28（2016）年度～平成37（2025）年度

策定根拠：医療法（昭和23年法律第205号）第30条の4第2項第7号

第７次広島県保健医療計画 【策定予定】

計画期間：平成30（2018）年度～平成35（2023）年度

策定根拠：医療法第30条の4

第７期ひろしま高齢者プラン （都道府県老人福祉計画・介護保険事業支援計画） 【策定予定】

計画期間：平成30（2018）年度～平成32（2020）年度

策定根拠：老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の9及び介護保険法（平成9年法律第123号）

第118条

① 医療と介護の連携
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② 他計画との整合性

第３次広島県がん対策推進計画 【策定予定】

計画期間：平成30（2018）年度～平成35（2023）年度

策定根拠：がん対策基本法（平成18年法律第98号）第12条

ひろしまファミリー夢プラン （都道府県子ども・子育て支援事業支援計画）

計画期間：平成27（2015）年度～平成31（2019）年度

策定根拠：子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第62条

広島県障害者プラン （第４次広島県障害者計画） 【策定予定】

計画期間：平成31（2019）年度～平成35（2023）年度

策定根拠：障害者基本法（昭和45年法律第84号）第11条第2項

第5期広島県障害福祉計画 【策定予定】

計画期間：平成30（2018）年度～平成32（2020）年度

策定根拠：障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123

号）第89条
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第９ 施策の実施のために必要な関係市町相互間の連絡調整に

関する事項

広島県国民健康保険連携会議

《構成》

・県及び市町の国民健康保険主管課長

・広島県国民健康保険団体連合会事務局長

テーマ別に編成する検討WG（作業部会）

《構成》

・県及び市町の国民健康保険主管課長 など
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平成29年度の検討スケジュール
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Ⅱ 国保事業費納付金・

市町村標準保険料率の算定



３ 納付金・標準保険料率の算定

○算定の流れの全体像

・ 納付金の計算を行うにあたり，医療分，後期高齢者支援金分，介護納付金分は

考慮する要素が異なるため，それぞれ納付金総額と市町ごとの納付金額を計算し，

最後に合算する。

・ 同様に，標準保険料率についても医療分，後期高齢者支援金分，介護納付金分

をそれぞれ計算し，最後に合算する。

・ 退職被保険者等に係る納付金は市町の保険料率に基づいて算出されるため，

一度，退職被保険者等を除いた一般被保険者分のみで計算を行い，標準保険料率

を算出した後，これを基に市町で退職被保険者等に係る納付金を計算し，市町ごと

の最終的な納付金額が算出される。

① 事業費納付金の算定
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○県全体の納付金算定基礎額の算出 ※医療分の例

・ 基本的には，保険給付費など，県全体の国保運営に必要な経費から県全体の公費を

差し引いて，納付金算定基礎額を算出する。

・ さらに，広島県においては，統一保険料率とするための調整として，予め，保健事業費

など市町個別の経費を加算し，県繰入金（2号分）など市町個別に交付される公費を差し

引いて納付金算定基礎額とする。
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○市町ごとの納付金基礎額の算出

・ 統一保険料率をベースとするため，納付金算定基礎額を，県全体における各市町の

所得水準，被保険者数，世帯数で按分（シェア）する。（医療費水準は反映しない。）

・ 所得水準と世帯構成が同じであれば，県内のどこの市町に住んでも同じ保険料額に

なる。

・ 標準保険料率の算定時には収納率を反映するため，準統一の保険料率となる。

各市町の納付金基礎額

＝納付金算定基礎額

×｛1＋α×（年齢調整後の医療費指数－1）｝

×｛β×所得（応能）のシェア＋人数（応益）のシェア｝÷（1＋β）

×γ

※ α＝医療費指数反映係数（医療費水準を反映しないため，０を算入）

β＝所得係数（全国平均と比較した都道府県の所得水準の指数）

γ＝調整係数（納付金基礎額の総額を納付金算定基礎額に一致させる

ための係数）
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県全体の納付金算定基礎額 489億円

A市

207億円

B市

36億円

C市

5億円

…

D町

1.7億円

市町

所得（応能）

のシェア

人数（応益）

のシェア

A市 43.9％ 41.1％

B市 6.9％ 7.8％

C市 0.9％ 1.1％

…

D町 0.3％ 0.3％

全県 100％ 100％

※※※※算定における係数の算定における係数の算定における係数の算定における係数の設定設定設定設定

・ 医療費水準反映係数α＝0とした。

（市町ごとの医療費水準は反映しない）

・ 所得係数β（医療分）＝国が示した値

（0.95028）とした。

これにより，応能：応益＝48.73：51.27の

比率となる。

＝市町ごとの納付金基礎額の総額＝市町ごとの納付金基礎額の総額＝市町ごとの納付金基礎額の総額＝市町ごとの納付金基礎額の総額

＝市町ごとの保険料収納必要額＝市町ごとの保険料収納必要額＝市町ごとの保険料収納必要額＝市町ごとの保険料収納必要額

（保険料で集めるべき額）の総額（保険料で集めるべき額）の総額（保険料で集めるべき額）の総額（保険料で集めるべき額）の総額

納付金基礎額の配分基準

所得（応能）のシェア，人数（応益）のシェアで配分
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○市町ごとの納付金の算出

・ 市町ごとの納付金基礎額を算出した後，各市町の個別事情に応じて納付金の額を調整

する。

・ 広島県では，予め差し引いた県繰入金など市町に個別に交付される公費のうち，医療費

に充てる部分を納付金基礎額に加算して，市町ごとの納付金を決定する。
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② 市町村標準保険料率の算定

○「調整後の標準保険料率の算定に必要な保険料必要額」の算出

・ 市町ごとの納付金基礎額（＝市町ごとの保険料収納必要額）を市町ごとの標準的な

収納率で割戻して，算出する。

※標準的な収納率＝各市町の実収納率を基本とし，現年度分の収入額を現年度分の

調定額で除した値の過去３年分を平均したもの。
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○「所得割賦課総額，均等割賦課総額，平等割賦課総額」の算出

・ 市町ごとの調整後の標準保険料率の算定に必要な保険料必要額（＝保険料賦課

総額）から，所得係数や所得割指数，均等割指数，平等割指数等に基づき，それぞれ

算出する。【算出式は省略】

※算定における条件

・所得係数はβ（納付金の所得係数と同じ。）

・賦課方式は３方式（資産割は廃止） ⇒ 所得割指数＝1，資産割指数＝0

・応益分の均等割：平等割は70：30 ⇒ 均等割指数＝0.7，平等割指数＝0.3
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○標準保険料率の算出（A市の場合）

・ 医療分，後期高齢者支援金分，介護納付金分について，それぞれ算出する。

・ 所得割率＝ A市の所得割賦課総額÷ A市の賦課限度額控除後所得総額

・ 均等割額＝ A市の均等割賦課総額÷ A市の被保険者総数

・ 平等割額＝ A市の平等割賦課総額÷ A市の世帯総数

Ａ市の標準保険料率Ａ市の標準保険料率Ａ市の標準保険料率Ａ市の標準保険料率 所得割率所得割率所得割率所得割率 均等割額均等割額均等割額均等割額 平等割額平等割額平等割額平等割額

医医医医 療療療療 分分分分 8.19％ 32,387円 22,979円

後期高齢者支援金分後期高齢者支援金分後期高齢者支援金分後期高齢者支援金分 2.58％ 10,279円 7,293円

介護納付金分介護納付金分介護納付金分介護納付金分 2.17％ 10,892円 5,558円

計計計計 12.94％ 53,558円 35,830円
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